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〇皆様こんにちは、こちらは公明党でござ

います。本日8月15日、70回目の終戦記

念日を迎えました。先の大戦で犠牲となら

れた全ての方々に、謹んで哀悼の意を表し

ますとともに、ご遺族並びに、今なお不自

由な生活を余儀なくされている戦傷病者の

皆様に、心からお見舞いを申し上げます。

〇70年前の今日、私たち日本人は「もう

二度と戦争の惨禍を繰り返さない」と固く

誓いました。戦後、この不戦の誓いを命に

刻み、我が国は憲法9条の平和主義の理念

の下、専守防衛を堅持し、軍事大国となら

ず、非核三原則を守り抜くとともに、世界

の平和と安定の実現に向けて、今日まで様々な国際貢献を行うことで平和国家としての歩みを進めてまいり

ました。

〇特に、国連平和維持活動（ＰＫＯ）は、公明党が主導的役割を果たした９２年のＰＫＯ協力法の制定以来、

２０年以上にわたって続けられ、停戦監視などによる治安維持に成果を挙げています。最近も、紛争後の国

づくりが急がれる南スーダンに自衛隊を派遣。人道支援を通じての平和貢献は、国際的に高い評価を得てい

ます。

〇今月末には広島市で国連軍縮会議が開催されます。被爆７０年の本年は、唯一の被爆国として我が国が核

兵器の非人道性を発信できる機会です。公明党は昨年、核兵器のない世界に向けた法的枠組みの構築を柱と

する提言を発表するなど核廃絶への議論をリードしてまいりました。今後も、公明党が政治的リーダーシッ

プをさらに発揮し、「核のない世界」の実現に向けた取り組みを全力で進めてまいります。

〇また我が国は、戦後、「アジアの一員としての立場」から、アジア諸国との和解を図り新しい関係を構築

する努力を重ねてまいりました。アジア諸国との関係を重視し、その経済発展や政治的安定に貢献するのみ

ならず、青少年交流や文化面などを含めた広範な分野で「心と心のふれあう」相互信頼関係を構築し、対等

なパートナーとしての歩みを深めてまいります。

〇公明党としても、今日まで、通算26次に及ぶ中国への党訪中団の派遣や８次に及ぶ韓国への党訪韓団派遣、

さらには党青年訪中団および訪韓団の派遣を通して新たな世代の交流を推進してまいりました。今後もアジ

ア諸国との未来志向の協力関係の構築に尽力してまいる決意です。

〇今世紀に入り、国際社会におけるパワーバランスが大きく変化すると同時に、グローバル化と技術革新が

急速な進展をみせています。これを背景として、大量破壊兵器や弾道ミサイル、国際テロ組織、サイバー攻

撃といった脅威が高まり、リスクが多様化しています。

〇これまで想定していなかったような脅威に対応し、国民の生命・自由、幸福追求の権利を守るために切れ

目のない安全保障体制を整備することが重要です。我が国の平和を将来にわたって守り続けていく。そして、

国民の命と平和な暮らしを守り抜く。この決意の下、日本と世界の平和と安全を確かなものとするための平

和安全法制を着実に整備してまいります。

〇私ども公明党は昨年11月に結党50周年を迎え、100周年に向けたあらたなスタートを切りました。これ

からも「平和の党・公明党」に、皆様の力強いご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

以 上



主張 動き出す空き家対策

各地で実態調査、職員派遣も

老朽化による倒壊など、住民生活に深刻な影響を及ぼす空き家問題の解消をめざし、
公明党が制定をリードした「空き家対策特別措置法 」（議員立法）が5月に全面施
行されて約3カ月。各地で対策が動き出している。

「表札なし」「外壁は一部破損」―。2人組の調査員が人けのない家屋を前に、手際
よくチェック項目を確認していく。彼らは奈良市と契約した委託業者の測量士だ。中
には、草木がうっそうと生い茂り、屋根の一部が崩れ落ちた民家もあった。

特措法の施行を踏まえ、同市は8月10日から空き家の外観調査を本格的に開始した。
水道利用の有無や固定資産税の情報を基に抽出した調査対象4000～5000件程度を
11月末までに調べ、危険度の高い空き家や利活用が可能な空き家を判定してリスト
化する予定だ。この調査結果は、今年度中の策定をめざす空き家対策計画に役立てる。

特措法の施行に前後して空き家に関する市への問い合わせは急増。今年度に入り100
件近く寄せられており、同市の担当者は「市民の関心は予想以上に高い」と語る。こ
れまで、「地域に危険な空き家があっても自治会では勝手に動けんかった」（同市南
部で自治会長を務める大西善和さん）のが実情だった。それだけに空き家問題の受け
皿となる特措法への期待は大きい。

特措法の施行を受けて、全国的にも取り組みが広がっている。

全住宅に占める空き家の割合が22.0％（2013年の住宅・土地統計調査）と全国で
最も高い山梨県は、実態調査に向けたマニュアルの策定に乗り出した。甲府市などの
市や町と共に作業グループをつくり、今秋の完成をめざす。

石川県は、建築の専門知識を持つ職員がいない市や町に、県職員の派遣を開始。群馬
県前橋市も7月末から、不動産業者などと連携して売買や賃貸情報を提供する「空き
家利活用ネットワーク」事業をスタートするなど、各地で動きが活発になっている。

公明党は、特措法の全面施行を受け、地域の実情に即した空き家問題の解消や有効活
用に全力で取り組んでいる。
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